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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｚｎ：３．０～６．０％、Ｍｇ：１．５～４．５％、Ｃｕ：０．０５～０．
５％を各々含み、かつＺｎの含有量［Ｚｎ］とＭｇの含有量［Ｍｇ］とが［Ｚｎ］≧－０
．３［Ｍｇ］＋４．５を満足する関係にあり、残部がＡｌおよび不可避的不純物からなる
組成のＡｌ－Ｚｎ－Ｍｇ系アルミニウム合金板であって、この板の示差走査熱量分析曲線
において、最大の吸熱ピーク温度が１３０℃以下であるとともに、２００～３００℃の温
度範囲における発熱ピークの最大高さが５０μＷ／ｍｇ以上であり、加工硬化指数ｎ値（
１０～２０％）が０．２２以上であることを特徴とする構造材用アルミニウム合金板。
【請求項２】
　前記アルミニウム合金板が、更に、質量％で、Ｚｒ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．
１～１．５％、Ｃｒ：０．０５～０．３％、Ｓｃ：０．０５～０．３％の１種又は２種以
上を含む請求項１に記載の構造材用アルミニウム合金板。
【請求項３】
　前記アルミニウム合金板が、更に、質量％で、Ａｇ：０．０１～０．２％を含む請求項
１または２に記載の構造材用アルミニウム合金板。
【請求項４】
　前記アルミニウム合金板のＺｎの含有量[Ｚｎ]とＭｇの含有量[Ｍｇ]とが [Ｚｎ]≧－
０．５[Ｍｇ]＋５．７５を満足する関係にあり、人工時効硬化処理後の０.２％耐力が４
００ＭＰａ以上である、請求項１乃至３のいずれか１項に記載の構造材用アルミニウム合
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金板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は加工性を向上させ、耐食性にも優れた高強度な構造材用アルミニウム合金板に
関するものである。本発明のアルミニウム合金板とは、圧延板であって、圧延によって製
造された板を溶体化および焼入れ処理後に２週間以上室温時効した後の板であって、構造
材への成形加工前および人工時効硬化処理前の板のことを言う。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球環境などへの配慮から、自動車車体の軽量化の社会的要求はますます高まっ
てきている。かかる要求に答えるべく、自動車車体のうち、パネル（フード、ドア、ルー
フなどのアウタパネル、インナパネル）や、バンパリーンフォース（バンパーＲ／Ｆ）や
ドアビームなどの補強材などを、部分的に鋼板等の鉄鋼材料に代えて、アルミニウム合金
材料を適用することが行われている。
【０００３】
　ただ、自動車車体のより軽量化のためには、自動車部材のうちでも特に軽量化に寄与す
る、フレーム、ピラーなどの自動車構造部材にも、アルミニウム合金材料の適用を拡大す
ることが必要となる。ただ、これら自動車構造部材は、要求される０．２％耐力が３５０
ＭＰa以上であるなど、前記自動車パネルに比べて、高強度化が必要である。この点で、
前記自動車パネルに使用されている、成形性や強度、耐食性、そして低合金組成でリサイ
クル性に優れた、ＪＩＳ乃至ＡＡ６０００系アルミニウム合金板では、組成や調質（溶体
化処理および焼入れ処理、更には人工時効硬化処理）を制御しても、前記高強度化を達成
するにはほど遠い。
【０００４】
　したがって、このような高強度な自動車構造部材には、同じような高強度が要求される
前記補強材として使用されているＪＩＳ乃至ＡＡ　７０００系アルミニウム合金板を用い
る必要がある。しかし、Ａｌ－Ｚｎ－Ｍｇ系アルミニウム合金である、７０００系アルミ
ニウム合金は、一般耐食性が劣る。また、Ｚｎ及びＭｇからなる析出物ＭｇＺｎ２を高密
度に分布させることで高強度を達成する合金であるため、応力腐食割れ（以下、ＳＣＣ）
を起こす危険性がある。これを防止するため、やむを得ず過時効処理を行って、０.２％
耐力が３００ＭＰａ程度で使用されているのが実情であり、高強度合金としての特徴が薄
れている。
【０００５】
　このため、強度と耐ＳＣＣ性の両方に優れた７０００系アルミニウム合金の組成制御や
、析出物などの組織制御が、従来から種々提案されている。
【０００６】
　組成制御の代表例として、例えば、特許文献１では、７０００系アルミニウム合金押出
材の、ＭｇＺｎ２を過不足なく形成するＺｎ及びＭｇ量（ＭｇＺｎ２の化学量論比）より
過剰に添加されたＭｇが、高強度化に寄与することを利用し、ＭｇをＭｇＺｎ２の化学量
論比より過剰に添加することにより、ＭｇＺｎ２量を抑えて、耐ＳＣＣ性を低下させるこ
となく、高強度化している。
【０００７】
　析出物などの組織制御の代表例として、例えば、特許文献２では、人工時効硬化処理後
の７０００系アルミニウム合金押出材の、結晶粒内における粒子径が１～１５ｎｍの析出
物を透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）による観察結果で１０００～１００００個／μｍ２の密
度で存在させて、粒内と粒界との電位差を小さくして、耐ＳＣＣ性を向上させている。
【０００８】
　この他にも、全ては例示しないが、７０００系アルミニウム合金押出材の強度と耐ＳＣ
Ｃ性の両方に優れさせる組成制御例や析出物などの組織制御例は、押出材での実用化の多
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さに比例して多数存在する。これに対して、７０００系アルミニウム合金板における、従
来の組成制御や析出物などの組織制御例は、板での実用化の少なさに応じて、きわめて少
ない。
【０００９】
　例えば、特許文献３には、７０００系アルミニウム合金板同士が溶接接合されたクラッ
ド板からなる構造材において、強度向上のために、人工時効硬化処理後の時効析出物の直
径を５０Å（オングストローム）以下の球状として一定量存在させることが提案されてい
る。しかし、耐ＳＣＣ性の性能については全く開示が無く、実施例に耐食性のデータも無
い。
【００１０】
　また、特許文献４には、溶湯を急冷凝固後に冷間圧延し、更に人工時効硬化処理後の７
０００系アルミニウム合金板の結晶粒内における晶析出物について、４００倍の光学顕微
鏡での測定によって、大きさ（面積が等価な円相当径に換算）を３．０μｍ以下とし、平
均面積分率を４．５％以下として、強度や伸びを向上させている。
【００１１】
　板の集合組織の制御に関しても若干ではあるが提案されている。例えば、特許文献５、
６では、構造材用の７０００系板の高強度化、高耐ＳＣＣ性化を図るために、鋳塊を鍛造
後に、温間加工域にて繰り返して圧延して、組織を細かくしている。これは、組織を細か
くすることによって、耐ＳＣＣ性低下の原因となる粒界と粒内との電位差の要因となる、
方位差が２０°以上の大傾角粒界を抑制して、３～１０°の小傾角粒界が２５％以上であ
る集合組織を得るためである。ただ、このような温間圧延の繰り返しは、常法の熱間圧延
、冷間圧延の方式では、このような小傾角粒界が２５％以上である集合組織を得ることが
できないために行われている。したがって、常法とは大きく工程が異なるために、板をつ
くるために実用的な方法とは言い難い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２０１１－１４４３９６号公報
【特許文献２】特開２０１０－２７５６１１号公報
【特許文献３】特開平９－１２５１８４号公報
【特許文献４】特開２００９－１４４１９０号公報
【特許文献５】特開２００１－３３５８７４号公報
【特許文献６】特開２００２－２４１８８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　このように、強度と耐ＳＣＣ性の両方に優れた７０００系アルミニウム合金の組成制御
や析出物、あるいは集合組織などの組織制御などの提案は、従来から押出材の分野につい
ては種々されている。ただ、鋳塊を均熱処理後に熱間圧延および冷間圧延するような、常
法によって製造される圧延板については、前記クラッド板、急冷凝固法、温間圧延などの
特殊な圧延あるいは製法以外には、あまり提案がないのが実状である。
【００１４】
　そして、押出材は、前記圧延板とは、その熱間加工工程などの製造過程が全く異なり、
出来上がる結晶粒や析出物などの組織も、例えば結晶粒が押出方向に伸長した繊維状であ
るなど、結晶粒が基本的に等軸粒の圧延板とは大きく異なる。このため、前記押出材での
組成制御や析出物などの組織制御などの提案が、７０００系アルミニウム合金板にも、そ
して、この７０００系アルミニウム合金板からなる自動車構造部材にも、そのまま適用で
き、強度と耐ＳＣＣ性の両方の向上に果たして有効であるかどうかは不明である。すなわ
ち、実際に確認しない限りは、あくまで予想の域を出ない。
【００１５】
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　したがって、前記常法によって製造される７０００系アルミニウム合金板の、強度と耐
ＳＣＣ性の両方に優れた組織制御技術については、未だ有効な手段がなく、不明な点が多
く解明の余地があるというのが現状である。また、一般耐食性に関してはＺｎ添加による
電位の卑化が関与しているため、強度と耐食性の観点からＺｎ添加量を下げる必要がある
。しかしながら、Ｚｎ含有量を下げると耐食性は改善するものの、前記構造部材での必要
特性である曲げ性などの成形加工性は向上する反面強度が低下するという、高強度化と矛
盾して技術的に困難な課題となる。
【００１６】
　以上述べた課題に鑑み、本発明の目的は、前記常法によって製造される圧延板として、
強度と成形加工性とを兼備し、耐食性にも優れた、自動車部材などの構造材用７０００系
アルミニウム合金板を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　この目的を達成するために、本発明構造材用アルミニウム合金板の要旨は、質量％で、
Ｚｎ：３．０～６．０％、Ｍｇ：１．５～４．５％、Ｃｕ：０．０５～０．５％を各々含
み、かつＺｎの含有量[Ｚｎ]とＭｇの含有量[Ｍｇ]とが [Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．
５を満足する関係にあり、残部がＡｌおよび不可避的不純物からなる組成のＡｌ－Ｚｎ－
Ｍｇ系アルミニウム合金板であって、この板を溶体化および焼入れ処理後に室温時効させ
た際の示差走査熱量分析曲線において、最大の吸熱ピーク温度が１３０℃以下であるとと
もに、２００～３００℃の温度範囲における発熱ピークの最大高さが５０μＷ／ｍｇ以上
であり、加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）が０．２２以上であることとする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明で言うアルミニウム合金板とは、圧延によって製造された板であって、鋳塊を均
熱処理後に熱間圧延され、更に冷間圧延されて冷延板とされ、更に溶体化および焼入れ処
理などの調質処理（質別記号でＴ４）が施された、常法によって製造された７０００系ア
ルミニウム合金板のことを言う。言い換えると、前記特許文献５、６のような、鋳塊を鍛
造した上で温間圧延を何回も繰り返すような特殊な圧延方法により製造される板を含まな
い。
【００１９】
　そして、更に、本発明で言うアルミニウム合金板とは、上記のように製造された７００
０系アルミニウム合金板の室温時効した組織を規定し、かつ素材アルミニウム合金板とし
て用途の構造材に加工されるものである。このため、上記のように製造された板を、室温
時効（室温放置）した後の板であって、用途としての構造材への成形加工前および人工時
効硬化処理前の板のことを言う。
【００２０】
　本発明は、耐食性向上のためにＺｎ含有量を抑える一方で、強度を確保するためにＭｇ
含有量を増やした組成の７０００系アルミニウム合金板の室温時効した組織を示差走査熱
分析曲線によって解析した。この結果、このような組成の７０００系アルミニウム合金板
では、Ｚｎ含有量が高い７０００系アルミニウム合金板に比して、室温時効により生成し
たクラスタの組成と作用とが異なることを知見した。
【００２１】
　すなわち、Ｚｎ含有量を抑えた７０００系アルミニウム合金板で、室温時効により生成
するクラスタ（原子集合体）は、用途である構造材への成形加工後の人工時効硬化特性（
ＢＨ性）だけではなく、構造材への成形加工時に必要な延性（加工硬化特性）にも寄与し
ていることを知見した。したがって、これらのクラスタを制御することで、耐食性だけで
なく、強度と延性（成形性）のバランスを向上させることができ、常法によって製造され
る圧延板として、強度と成形加工性とを兼備し、耐ＳＣＣ性などの耐食性にも優れた構造
用７０００系アルミニウム合金板を提供できる。
【００２２】
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　ただ、このようなクラスタ（原子集合体）の組成やサイズあるいは密度などを、ＳＥＭ
やＴＥＭなどの通常の観察手段を用いて直接識別することは現時点でできていないため、
これら組織的な因子によって定量的に規定することが難しい。
【００２３】
　したがって、本発明では、製造された７０００系アルミニウム合金板の室温時効した組
織を、示差走査熱分析曲線による解析にて、前記クラスタを間接的に規定して制御する。
より具体的に、示差走査熱分析曲線による解析では、室温時効により形成されるクラスタ
の再固溶に対応する吸熱ピークの温度が低いほど、延性としての加工硬化特性が向上する
。その一方で、人工時効硬化処理後の析出物に対応する、２００～３００℃の温度範囲に
おける発熱ピークの最大高さが高いほど、人工時効析出物量が多くなった、強度が向上す
る。
【００２４】
　本発明では、このように室温時効により生成するクラスタを規定するため、前記示差走
査熱分析曲線の測定を、前記調質処理直後の室温時効していない板の状態ではなく、目安
として２週間以上室温時効（室温放置）した後の板であって、構造材への成形加工前およ
び人工時効硬化処理前の板に対して行う。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下に、本発明の実施の形態につき、要件ごとに具体的に説明する。
【００２６】
アルミニウム合金組成：
　先ず、本発明アルミニウム合金板の化学成分組成について、各元素の限定理由を含めて
、以下に説明する。なお、各元素の含有量の％表示は全て質量％の意味である。
【００２７】
　本発明アルミニウム合金板の化学成分組成は、常法によって製造される圧延板として、
本発明で意図する自動車部材などの構造材用としての要求特性である、強度と成形加工性
とを兼備し、耐食性も満足させる前提条件となる。このため、本発明におけるＡｌ－Ｚｎ
－Ｍｇ－Ｃｕ系の７０００系アルミニウム合金組成は、耐食性向上のためにＺｎ含有量を
抑える一方で、強度を確保するためにＭｇ含有量を増やした組成とする。
【００２８】
　この観点から、本発明アルミニウム合金板の化学成分組成は、質量％で、Ｚｎ：３．０
～６．０％、Ｍｇ：１．５～４．５％、Ｃｕ：０．０５～０．５％を各々含み、かつＺｎ
の含有量[Ｚｎ]とＭｇの含有量[Ｍｇ]とが [Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５を満足する
関係にあり、残部がＡｌおよび不可避的不純物からなるものとする。この組成に、更に加
えて、遷移元素として、Ｚｒ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．１～１．５％、Ｃｒ：０
．０５～０．３％、Ｓｃ：０．０５～０．３％の１種又は２種以上を選択的に含んでも良
い。また、これらの遷移元素に加えて、あるいは代えて、更に、Ａｇ：０．０１～０．２
％を選択的に含んでも良い。
【００２９】
Ｚｎ：３．０～６．０％
　必須の合金元素であるＺｎは、Ｍｇとともに、製造された調質後の板の室温時効時にク
ラスタを形成して加工硬化特性を向上させ、構造材への成形加工性を向上させる。また、
構造材への成形加工後の人工時効処理時に、時効析出物を形成して強度を向上させる。Ｚ
ｎ含有量が３．０％未満では人工時効処理後の強度が不足する。但し、Ｚｎ含有量が多く
なって６．０％を超えると、粒界析出物ＭｇＺｎ２が増えて粒界腐食が起こりやすくなり
、耐食性が劣化する。従って、本発明ではＺｎ含有量は比較的少なめに抑制する。このた
め、Ｚｎ含有量は３．０～６．０％の範囲、好ましくは３．５～４．５％の各範囲とする
。
【００３０】
Ｍｇ：１．５～４．５％
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　必須の合金元素であるＭｇは、Ｚｎとともに、製造された調質後の板の室温時効時にク
ラスタを形成して加工硬化特性を向上させる。また、構造材への成形加工後の人工時効処
理時に時効析出物を形成して強度を向上させる。本発明ではＺｎ含有量は比較的低目に抑
制するため、逆にＭｇ含有量は比較的多めにする。Ｍｇ含有量が１．５質量％未満では強
度が不足し、加工硬化特性が低下する。但し、４．５質量％を超えると、板の圧延性が低
下し、ＳＣＣ感受性も強くなる。従って、Ｍｇ含有量は１．５～４．５％、好ましくは２
．５～４．５％の各範囲とする。
【００３１】
ＺｎとＭｇとのバランス式：
　本発明では、ＺｎとＭｇとの含有による高強度化を保障するために、前記したＺｎとＭ
ｇとの含有量だけではなく、Ｚｎの含有量[Ｚｎ]（質量％）とＭｇの含有量[Ｍｇ] （質
量％）とのバランスを制御することが重要となる。このために、このバランスの制御とし
て、[Ｚｎ]と[Ｍｇ]とが、[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５のバランス式、好ましくは[
Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋５．７５のバランス式を満たすようにする。
【００３２】
　この[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５を満足することによって、後述する好ましい製造
方法によって、人工時効硬化処理後の構造材の０.２％耐力を３５０ＭＰａ以上とするこ
とが可能となる。また、 [Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋５．７５を満足することによって、
後述する好ましい製造方法によって、人工時効硬化処理後の構造材の０.２％耐力を４０
０ＭＰａ以上とすることが可能となる。
【００３３】
　ＺｎとＭｇの各含有量が、[Ｚｎ]＜－０．３[Ｍｇ]＋４．５では、ＺｎとＭｇの各含有
量が規定範囲内であっても、あるいは後述する好ましい製造方法によっても、人工時効硬
化処理後の構造材の０.２％耐力を３５０ＭＰa以上とできなくなる可能性がある。また、
Ｚｎの含有量とＭｇの含有量とが [Ｚｎ]＜－０．５[Ｍｇ]＋５．７５では、同様に人工
時効硬化処理後の構造材の０.２％耐力を４００ＭＰa以上とできなくなる可能性がある。
【００３４】
Ｃｕ：０．０５～０．５％
　Ｃｕは、Ａｌ－Ｚｎ－Ｍｇ系合金のＳＣＣ感受性を抑え、耐ＳＣＣ性を向上させる作用
がある。また、一般耐食性も向上させる。Ｃｕ含有量が０．０５％未満では、耐ＳＣＣ性
や一般耐食性の向上効果が小さい。一方、Ｃｕ含有量が０．５％を超えると、圧延性及び
溶接性などの諸特性を却って低下させる。従って、Ｃｕ含有量は０．０５～０．５％、好
ましくは０．４％以下の各範囲とする。
【００３５】
Ｚｒ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．１～１．５％、Ｃｒ：０．０５～０．３％、Ｓｃ
：０．０５～０．３％の１種又は２種以上
　Ｚｒ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｓｃの遷移元素は、鋳塊及び最終製品の結晶粒を微細化して強度向
上に寄与するので、必要な場合には選択的に含有させる。これらをいずれか一種、或いは
二種以上を含有する場合、Ｚｒ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｓｃの含有量がいずれも下限未満では、含
有量が不足して、強度が低下する。一方、Ｚｒ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｓｃの含有量がそれぞれの
上限を超えた場合には、粗大晶出物を形成するため伸びが低下する。従って、これらを含
有させる場合の含有量は、Ｚｒ：０．０５～０．３％、Ｍｎ：０．１～１．５％、Ｃｒ：
０．０５～０．３％、Ｓｃ：０．０５～０．３％の各範囲、好ましくはＺｒ：０．０８～
０．２％、Ｍｎ：０．２～１．０％、Ｃｒ：０．１～０．２％、Ｓｃ：０．１～０．２％
の各範囲とする。
【００３６】
Ａｇ：０．０１～０．２％
　Ａｇは、構造材への成形加工後の人工時効処理によって強度向上に寄与する時効析出物
を緊密微細に析出させ、高強度化を促進する効果があるので、必要に応じて選択的に含有
させる。Ａｇ含有量が０．０１％未満では強度向上効果が小さい。一方、Ａｇ含有量は０



(7) JP 6273158 B2 2018.1.31

10

20

30

40

50

．２％を超えて含有させてもその効果が飽和し、高価となる。従って、Ａｇ含有量は０．
０１～０．２％の範囲とする。
【００３７】
その他の元素：
　これら以外のその他の元素は基本的に不可避的不純物である。溶解原料として、純アル
ミニウム地金以外に、アルミニウム合金スクラップの使用による、これら不純物元素の混
入なども想定（許容）して、７０００系合金のＪＩＳ規格で規定する範囲での各々の含有
を許容する。例えば、Ｔｉ、Ｂは、圧延板としては不純物であるが、鋳塊の結晶粒を微細
化する効果もあるので、Ｔｉの上限は０．２％、好ましくは０．１％、Ｂの上限は０．０
５％以下、好ましくは０．０３％とする。Ｆｅ、Ｓｉは、Ｆｅ：０．５％以下、Ｓｉ：０
．５％以下であれば、本発明に係るアルミニウム合金圧延板の特性に影響せず、含有が許
容される。
【００３８】
組織：
　以上の組成を前提として、本発明の７０００系アルミニウム合金板組織は、この板の溶
体化および焼入れ処理後、目安として２週間以上室温時効した後の示差走査熱分析曲線に
おいて、最大の吸熱ピーク温度が１３０℃以下であるとともに、２００～３００℃の温度
範囲における発熱ピークの最大高さが５０μＷ／ｍｇ以上とする。
【００３９】
　最大の吸熱ピーク温度は、この板の室温時効時に形成されるクラスタの再固溶に対応し
ている。この最大の吸熱ピーク温度が低いほど、クラスタの熱的安定性が低い（分解しや
すい）ことに対応し、熱以外にも塑性変形時の転位のカッティングによっても分解しやす
くなる。したがって、このようにクラスタの安定性が低いほど、板の構造材への成形加工
など、塑性変形時の転位の移動の障害やひずみ集中の原因となりにくい。この目安は最大
の吸熱ピーク温度が１３０℃以下であり、この規定を満たすことで、クラスタの安定性が
低く（不安定で）、加工硬化特性が向上し、加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）を０．２
２以上とできる。
【００４０】
　これに対して、このクラスタの安定性が高いほど、この最大の吸熱ピーク温度が１３０
℃を超えて高くなり、加工硬化特性が低下し、加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）を０．
２２以上とできない。これは、このクラスタの安定性が高いほど、板の構造材への成形加
工など、塑性変形時の転位の移動の障害となるものの、クラスタをカッティングして転位
が移動しだすと、そのすべり面に転位の移動が集中するため、ひずみ集中が起こりやすく
なり、加工硬化特性が低下する。
【００４１】
　２００～３００℃の温度範囲における発熱ピークの最大高さは、強度の向上に寄与する
、人工時効処理時の析出物（人工時効析出物）の析出に対応している。したがって、この
発熱ピーク高さ高さが高いほど、人工時効析出物の析出量（密度）が多く、強度を高くで
きることになる。この目安は、２００～３００℃の温度範囲における発熱ピークの最大高
さが５０μＷ／ｍｇ以上を有することであって、この発熱ピークの最大高さが５０μＷ／
ｍｇ未満では、人工時効硬化処理後の構造材の０.２％耐力を３５０ＭＰa以上とできなく
なる可能性が高い。
【００４２】
加工硬化特性：
　以上の組成や組織および後述する好ましい製造方法によって、本発明の７０００系アル
ミニウム合金板は、成形加工性が向上するが、特に構造材への成形加工の際に用いられる
、曲げ加工性を保障するために、本発明では加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）を規定す
る。すなわち、以上の組成や組織および後述する好ましい製造方法によって製造した７０
００系アルミニウム合金板であって、この板の溶体化および焼入れ処理後、目安として２
週間以上室温時効した後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）を０．２２以上とする。
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【００４３】
　加工硬化は、成形加工などで応力を与えると塑性変形によって硬さが増す現象でひずみ
硬化とも呼ばれる。成形加工により変形が進む程、抵抗が大きくなり、硬度を増していく
のが加工硬化であり、成形加工性の目安となる特性値で「ｎ値」と呼ぶ。このｎ値は降伏
点以上の塑性域における応力σと、ひずみεとの関係を近似させた時の指数ｎのことであ
る。近似式はアルミニウムによく合うVoceの式により行う。ｎ値が高いほど、加工硬化し
やすく、曲げなどの成形加工による塑性変形を受けた部分が硬くなり、 その周辺の方が
変形しやすくなるために、曲げなどの成形加工性が向上する。この反対に、ｎ値が低いほ
ど、加工硬化しにくく、最初に塑性変形を受ける部分で、もっとも応力のかかる部分が硬
くならずに、ますます塑性変形してしまい、くびれて破断しやすくなるため、曲げなどの
成形加工性が低い。
【００４４】
（製造方法）
　本発明における７０００系アルミニウム合金板の製造方法について、以下に具体的に説
明する。
【００４５】
　本発明では、７０００系アルミニウム合金板の通常の製造工程による製造方法で製造可
能である。即ち、鋳造（ＤＣ鋳造法や連続鋳造法）、均質化熱処理、熱間圧延の通常の各
製造工程を経て製造され、板厚が１．５～５．０ｍｍであるアルミニウム合金熱延板とさ
れる。次いで、冷間圧延されて板厚が３ｍｍ以下の冷延板とされる。この際、冷間圧延前
もしくは冷間圧延の中途において１回または２回以上の中間焼鈍を選択的に行なっても良
い。
【００４６】
(溶解、鋳造冷却速度)
　先ず、溶解、鋳造工程では、上記７０００系成分組成範囲内に溶解調整されたアルミニ
ウム合金溶湯を、連続鋳造法、半連続鋳造法（ＤＣ鋳造法）等の通常の溶解鋳造法を適宜
選択して鋳造する。
【００４７】
(均質化熱処理)
　次いで、前記鋳造されたアルミニウム合金鋳塊に、熱間圧延に先立って、均質化熱処理
を施す。この均質化熱処理（均熱処理）は、組織の均質化、すなわち、鋳塊組織中の結晶
粒内の偏析をなくすことを目的とする。
【００４８】
　但し、本発明では、前記調質処理後に室温時効した後の、構造材への成形加工時の加工
硬化特性及び、構造材に成形加工後の人工時効処理後の強度をともに向上させるために、
均熱処理を２段或いは２回均熱工程で行う。２段均熱とは、１回目の均熱後に冷却はする
ものの、２００℃以下までは冷却せず、より高温で冷却を停止した上で、その温度で維持
した後に、そのままの温度か、より高温に再加熱した上で熱延を開始する。これに対して
、２回均熱とは、１回目の均熱後に、一旦室温を含む２００℃以下の温度まで冷却し、更
に、再加熱し、その温度で一定時間維持した後に、熱延を開始する。
【００４９】
　これら２段或いは２回均熱工程における１段目或いは１回目の均熱工程においては、遷
移元素系の化合物を微細分散させて、構造材への成形性に影響する化合物の微細化を狙い
、２段目或いは２回目の均熱工程においては、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｃｕの固溶を促進し、室温時
効時の加工硬化特性及び人工時効処理時の強度向上を狙う。
【００５０】
　このために、１段目或いは１回目の均熱温度を４００～４５０℃、好ましくは４００～
４４０℃に制御する。この温度範囲に鋳塊を加熱、保持することによって、Ｚｒ系化合物
や、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｓｃからなる化合物を微細に分散させることができる。この均熱温度が
４００℃未満では十分な微細化効果が得られず、室温時効時の加工硬化特性向上が図れな
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い。また、一方で４５０℃を超えると、これらの化合物が粗大化して、やはり室温時効時
の加工硬化特性の向上が図れない。これら１段目或いは１回目の均熱処理の保持時間は１
～８時間程度で良い。
【００５１】
　また、２段目或いは２回目の均熱処理温度を４５０℃～固相線温度、好ましくは４７０
℃～固相線温度に制御する。この温度範囲に鋳塊を加熱、保持することによって、Ｚｎ、
Ｍｇ、Ｃｕの固溶を促進し、溶体化後の人工時効処理時の強度を向上させることができる
。この均熱温度が４５０℃未満では、これらの元素の固溶が十分に得られず、室温時効時
の加工硬化特性や人工時効後の強度が増大しない。また、一方で固相線温度を超えると、
部分溶融が起こり、機械的特性が劣化するので、上限は固相線温度以下とする。これら２
段目或いは２回目の均熱時の保持時間は１～８時間程度で良い。
【００５２】
(熱間圧延)
　熱間圧延は、熱延開始温度が固相線温度を超える条件では、バーニングが起こるため熱
延自体が困難となる。また、熱延開始温度が３５０℃未満では熱延時の荷重が高くなりす
ぎ、熱延自体が困難となる。したがって、熱延開始温度は３５０℃～固相線温度の範囲か
ら選択して熱間圧延し、２～７ｍｍ程度の板厚の熱延板とする。この熱延板の冷間圧延前
の焼鈍 (荒鈍) は必ずしも必要ではないが実施しても良い。
【００５３】
(冷間圧延)
　冷間圧延では、上記熱延板を圧延して、１～３ｍｍ程度の所望の最終板厚の冷延板 (コ
イルも含む) に製作する。冷間圧延パス間で中間焼鈍を行っても良い。
【００５４】
(溶体化処理)
　冷間圧延後は調質として溶体化処理を行う。この溶体化処理については、通常の連続熱
処理ラインによる加熱，冷却でよく、特に限定はされない。ただ、各元素の十分な固溶量
を得ることや結晶粒の微細化のためには、４５０℃～固相線温度以下、好ましくは４８０
～５５０℃の溶体化処理温度で、保持時間は所定の溶体化処理温度に到達後、２秒か３秒
以上、３０分以下の範囲で行う。
【００５５】
　溶体化処理後の平均冷却（降温）速度は特に問わないが、溶体化処理後の冷却は、ファ
ンなどの空冷、ミスト、スプレー、浸漬等の水冷手段など、強制的な冷却手段を選択ある
いは組み合わせて用いるか、室温～１００℃までの温湯に焼き入れる。ちなみに、溶体化
処理は基本的に１回のみであるが、室温時効硬化が進みすぎた場合などには、自動車部材
への成形性の確保のため、溶体化処理や復元処理を前記好ましい条件にて再度施して、こ
の進みすぎた室温時効硬化を一旦キャンセルしても良い。
【００５６】
　そして、本発明のアルミニウム合金板は、素材として、自動車部材に成形加工され、自
動車部材として組み立てられる。また、自動車部材に成形加工された後で、別途人工時効
硬化処理されて、自動車部材あるいは自動車車体とされる。
【００５７】
人工時効硬化処理：
　本発明の７０００系アルミニウム合金板は、構造材への成形加工後に人工時効硬化処理
によって、自動車部材などの構造材としての所望の強度、０.２％耐力で３５０ＭＰａ以
上、好ましくは４００ＭＰａ以上とされる。この人工時効硬化処理を行う時点は、素材７
０００系アルミニウム合金板の自動車部材への成形加工後が好ましい。人工時効硬化処理
後の７０００系アルミニウム合金板は、強度は高くなるものの、成形性は低下しており、
自動車部材の形状の複雑化によっては成形できない場合も生じるからである。
【００５８】
　この人工時効硬化処理の温度や時間の条件は、所望の強度や素材の７０００系アルミニ
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ウム合金板の強度、あるいは室温時効の進行程度などから、一般的な人工時効条件（Ｔ６
、Ｔ７）の範囲で自由に決定される。ちなみに、人工時効硬化処理の条件を例示すると、
１段の時効処理であれば、１００～１５０℃での時効処理を１２～３６時間（過時効領域
を含む）行う。また、２段の工程においては、１段目の熱処理温度が７０～１００℃の範
囲で２時間以上、２段目の熱処理温度が１００～１７０℃の範囲で５時間以上の範囲（過
時効領域を含む）から選択する。
【実施例】
【００５９】
　下記表１、２に示すＡｌ－Ｚｎ－Ｍｇ－Ｃｕ系成分組成の７０００系アルミニウム合金
冷延板を、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織を種々変えて製造した。これら製造した
冷延板について、この板を溶体化および焼入れ処理後に室温時効させた際のＤＳＣ曲線に
おける最大吸熱ピーク温度や２００～３００℃の温度範囲における発熱ピークの最大高さ
、加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）を測定した。また、人工時効硬化処理後の強度など
の機械的な特性と一般耐食性についても評価した。これらの結果を下記表３、４に示す。
【００６０】
　冷延板の組織は、主として、表３、４に示す、均熱処理条件を種々変えて制御した。具
体的には、各例とも共通して、下記表１、２に示す各成分組成の７０００系アルミニウム
合金溶湯をＤＣ鋳造し、４５ｍｍ厚み×２２０ｍｍ幅×１４５ｍｍ長さの鋳塊を得た。こ
の鋳塊を表３、４の条件で２段均熱あるいは２回均熱を行った。２段均熱は１回目の均熱
後に２５０℃まで冷却し、その温度で冷却を一旦停止した上で、２段目の均熱温度に再加
熱および保持し、熱延開始温度まで冷却した上で熱延を開始した。２回均熱は、１回目の
均熱後に、一旦室温まで冷却した上で、２回目の均熱温度に再加熱および保持し、熱延開
始温度まで冷却した上で熱延を開始した。表３、４の1回のみの均熱処理は、一旦冷却し
た上での２回目の再加熱は行わず、通常通り、その均熱温度と時間保持した上で、熱延開
始温度まで冷却し熱延を開始した。
【００６１】
　これらの均熱処理後に、表３、４に示す開始温度で熱間圧延を行い、板厚５ｍｍｔの熱
延板を製造した。この熱延板を、５００℃で３０秒保持後に強制空冷を行う荒鈍処理を施
し、２ｍｍｔまで冷間圧延を行った。この冷延板を、各例とも共通して５００℃×１分の
溶体化処理を施し、この溶体化処理後に強制空冷して室温まで冷却し、Ｔ４調質材を得た
。この溶体化処理後のアルミニウム合金板を、各例とも共通して２週間室温時効させた板
から、板状試験片を採取して、ＤＳＣ測定と引張試験を行った。各特性は以下の要領にて
調査した。
【００６２】
ＤＳＣ測定（示差熱分析）：
　ＤＳＣ測定（示差熱分析）条件は、各例とも共通して下記の同一条件で行った。
試験装置：セイコ-インスツルメンツ社製ＤＳＣ２２０Ｃ、
標準物質: 純アルミ、
試料容器: 純アルミ、
昇温条件：１５℃／ｍｉｎ、
雰囲気（試料容器内）: アルゴンガス（ガス流量５０ｍｌ／ｍｉｎ）、
試験試料重量：２４．５～２６．５ｍｇ。
　なお、示差熱分析での試料採取は、前記室温時効後のアルミニウム合金板の長手方向に
亙る先端部、中央部、後端部とを各々必須で含む１０箇所から行って、測定値を各々平均
化した。
【００６３】
　各々得られた示差熱分析のプロファイル（μＷ）を試料重量で割って規格化した（μＷ
／ｍｇ）後に、前記示差熱分析プロファイルでの０～１００℃の区間において、示差熱分
析のプロファイルが水平になる領域を０の基準レベルとし、この基準レベルからの発熱ピ
ークの最大高さとして、２００～３００℃の温度範囲の発熱ピークのうちの最も高い発熱
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ピーク高さを測定した。
【００６４】
　また、自動車部材への成形加工後の人工時効硬化処理を模擬して、前記室温時効後のア
ルミニウム合金板を、Ｔ６処理として、９０℃×３ｈｒ＋１４０℃×８ｈｒの人工時効硬
化処理を行った。この人工時効硬化処理後のアルミニウム合金板の中央部から板状試験片
を採取して、機械的特性や耐食性を以下のようにして調査した。これらの結果も各々表３
、４に示す。
【００６５】
(機械的特性)
　各例とも機械的特性は、共通して、各板状試験片の圧延直角方向の室温引張試験を行い
、０．２％耐力（ＭＰａ）、全伸び（％）を測定した。室温引張り試験はＪＩＳ２２４１
（１９８０）に基づき、室温２０℃で試験を行った。引張り速度は５ｍｍ／分で、試験片
が破断するまで一定の速度で行った。
【００６６】
（ｎ値）
　ｎ値は、前記人工時効硬化処理後の板状試験片を、ＪＩＳ５号引張試験片（標点間距離
５０ｍｍ）として、圧延直角方向の室温引張試験を行い測定した。そして、降伏伸びの終
点から真応力と真歪みを計算し、横軸を歪み、縦軸を応力とした対数目盛上にプロットし
、測定点が表す直線の勾配を、公称ひずみ１０％、２０％の２点で計算して、ｎ値（１０
～２０％）とした。
【００６７】
(粒界腐食感受性)
　一般的な耐食性評価のために、旧JIS-W1103 の規定に準じた粒界腐食感受性試験を、前
記人工時効硬化処理後の板状試験片（試験片３個）に対して行った。試験条件は、試験片
を硝酸水溶液（３０質量％）に室温で１分間浸漬した後、水酸化ナトリウム水溶液（５質
量％）に４０℃で２０秒浸漬した後、硝酸水溶液（３０質量％）に室温で1分間浸漬する
ことによって試験片の表面を洗浄した。その後、塩化ナトリウム水溶液（５質量％）に浸
漬した状態で、１ｍＡ／ｃｍ２の電流密度の電流を２４時間流した後、試料を引き上げ、
その後、試験片の断面を切断・研磨し、光学顕微鏡を用いて、試料表面からの腐食深さを
測定した。倍率は×100 とし、腐食深さが200 μm 以下までを軽微な腐食として「○」と
評価した。また、200 μm を超える場合を大きな腐食として「×」と評価した。
【００６８】
　表１、３から明らかなように、各発明例は、本発明アルミニウム合金組成範囲内であり
、前記した好ましい製造条件の範囲内で製造されている。
【００６９】
　この結果、この板を溶体化および焼入れ処理後に室温時効させた際の示差走査熱量分析
曲線において、最大の吸熱ピーク温度が１３０℃以下であるとともに、２００～３００℃
の温度範囲における発熱ピークの最大高さが５０μＷ／ｍｇ以上であり、前記ＤＳＣ曲線
により解析される組織規定を満たしている。
【００７０】
　このため、室温時効後であっても、加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）が０．２２以上
と高く、延性に優れ、構造材への成形加工性に優れている。これと同時に、室温時効後で
あってもＢＨ性に優れており、強度が高い。また、耐食性にも優れている。　　　　
　これら発明例のうち、組成が[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５を満足する発明例は人工
時効硬化処理後の０.２％耐力が３５０ＭＰａ以上であり、 [Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋５
．７５を両方満足する発明例２、４、６、８～１２、１６～１９、２１の場合には、人工
時効硬化処理後の０.２％耐力が４００ＭＰａ以上である。
【００７１】
　これに対して、各比較例は、表２、４の通り、合金組成が本発明範囲から外れるか、製
造条件が好ましい範囲から外れているため、加工性と強度とを兼備できていない。
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【００７２】
　表４の比較例２２～２５は、表２の合金番号２２～２５の通り、Ｚｎ、Ｍｇの含有量は
各々規定範囲内であるが、[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５や[Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋
５．７５の関係を両方満足していない。このため、均熱処理を含めて、好ましい製造条件
内で製造されているものの、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさず、室温
時効後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）は０．２２以上だが、人工時効硬化処理後の
０.２％耐力が３５０ＭＰａ未満となって、加工性と強度とを兼備できていない。
【００７３】
　表４の比較例２６は、表２の合金番号２６の通り、Ｚｎが下限を外れる。比較例２７は
、表２の合金番号２７の通り、Ｚｎが上限を超えている。比較例２８は、表２の合金番号
２８の通り、Ｃｕが下限を外れる。比較例２９は、表２の合金番号２９の通り、Ｃｕが上
限を超えている。このため、均熱処理を含めて、好ましい製造条件内で製造されているも
のの、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさず、室温時効後の加工硬化指数
ｎ値（１０～２０％）が０．２２未満であり、加工性と強度とを兼備できていない。また
、比較例２７はＺｎが多すぎ、比較例２８はＣｕが少なすぎて、どちらも耐食性が劣って
いる。
【００７４】
　表４の比較例３０～３２は、表１の合金番号２の発明例アルミニウム合金を用いている
ものの、好ましい製造条件範囲から外れて製造されている。比較例３０は1回のみ（２回
目の均熱に相当する）の均熱処理である。比較例３１は1回目の均熱温度が低すぎる。比
較例３２は２回目の均熱温度が低すぎる。このため、これら均熱処理条件が好ましい範囲
から外れた比較例は、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさず、室温時効後
の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）が０．２２未満となるか、人工時効硬化処理後の０
.２％耐力が３５０ＭＰａ未満となって、加工性と強度とを兼備できていない。
【００７５】
　表４の比較例３３は、表２の合金番号３０の通り、Ｚｎ、Ｍｇの含有量は各々規定範囲
内であるが、[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５や[Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋５．７５の関
係を両方満足していない。このため、均熱処理を含めて、好ましい製造条件内で製造され
ているものの、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさず、室温時効後の加工
硬化指数ｎ値（１０～２０％）は０．２２レベルだが、人工時効硬化処理後の０.２％耐
力が３５０ＭＰａ未満となって、加工性と強度とを兼備できていない。
【００７６】
　表４の比較例３４、３５、３６は、表２の合金番号３１、３２、３３の通り、Ｍｇの含
有量が下限を外れている。このため、 例え[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５や[Ｚｎ]≧
－０．５[Ｍｇ]＋５．７５の関係の両方を満足していても、また、均熱処理を含めて、好
ましい製造条件内で製造されていても、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満た
さない。この結果、室温時効後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）は０.２１～０．２
２レベルだが、人工時効硬化処理後の０.２％耐力が３５０ＭＰａ未満となって、加工性
と強度とを兼備できていない。
【００７７】
　表４の比較例３７、３８、３９は、表２の合金番号３４、３５、３６の通り、Ｚｎの含
有量が上限を外れている。このため、[Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５や[Ｚｎ]≧－０．
５[Ｍｇ]＋５．７５の関係を両方満足していても、また、均熱処理を含めて、好ましい製
造条件内で製造されていても、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさない。
この結果、室温時効後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）は０．２１レベルで、加工性
と強度とを兼備できていない。また、これら比較例はＺｎが多すぎて耐食性も劣っている
。
【００７８】
　表４の比較例４０～４３は、表２の合金番号３７～４０の通り、Ｍｇの含有量が上限を
外れている。このため、 [Ｚｎ]≧－０．３[Ｍｇ]＋４．５や[Ｚｎ]≧－０．５[Ｍｇ]＋
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５．７５の関係を両方満足していても、また、均熱処理を含めて、好ましい製造条件内で
製造されていても、前記ＤＳＣ曲線により解析される組織規定を満たさない。この結果、
Ｚｎが比較的高い比較例４０、４１は、室温時効後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）
が０.２１レベルと低く、加工性と強度とを兼備できていない。また、Ｚｎが比較的低い
比較例４２、４３は、室温時効後の加工硬化指数ｎ値（１０～２０％）は０．２２レベル
だが、人工時効硬化処理後の０.２％耐力が３５０ＭＰａ未満となって、加工性と強度と
を兼備できていない。また、これら比較例はＭｇが多すぎて耐食性も劣っている。
【００７９】
　以上の結果から、本発明アルミニウム合金板が高強度と高延性（成形性）そして耐ＳＣ
Ｃ性を兼備するための本発明各要件の臨界的な意義が裏付けられる。
【００８０】
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【表１】

【００８１】
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【表２】

【００８２】
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【表３】

【００８３】
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【表４】

【産業上の利用可能性】
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【００８４】
　以上説明したように、本発明は、強度と成形性、耐食性とを兼備した自動車部材用７０
００系アルミニウム合金板を提供できる。したがって、本発明は車体軽量化に寄与する、
フレーム、ピラーなどの自動車構造材や、これ以外の他の用途の構造材などにも好適であ
る。
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